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序章 総合交通計画マスタープランの作成に当たって 

 

序-1 計画作成の背景と目的 

  人の移動は、地域の暮らしと産業を支え、健康的に暮らしやすいまちづくりや地域振興

を進める上で欠かせない行動です。本市を含む周辺市町村は、国・県と共同により、人の

移動に関する調査として、これまで昭和 61（1986）年に第１回、平成 18（2006）年に第

２回の郡山都市圏パーソントリップ調査を実施し、それらの結果をもとに将来を見据え

た公共交通、道路、自転車・歩行者等の総合的な都市交通計画が策定（直近では、平成 22

（2010）年１月策定の「郡山都市圏総合都市交通計画」）され、都市活動を支える交通基

盤整備のハード施策及び交通需要マネジメント等のソフト施策を両輪で展開するなど、

計画的に事業を進めてきました。 

  一方、近年においては、人口減少の本格化、高齢者の運転免許返納の増加、交通事業者

の運転手不足の深刻化など、公共交通を維持するための公的な負担も増加傾向にあり、地

域における移動手段の維持・確保が非常に厳しい状況となっており、今後の大きな課題の

ひとつです。移動手段の維持・確保については、交通分野の課題解決にとどまらず、まち

づくりや観光振興、健康、福祉、教育、環境等の様々な分野で大きな効果をもたらし、社

会全体の価値を高めることにつながることになります。このことからも、移動手段の維

持・確保には、地域の移動ニーズを踏まえつつ、行政、交通事業者、その他多様な関係者

が連携し、持続的に交通施策に取り組んでいくことが必要となります。 

  このような中、国においては、人口減少や少子高齢化等の課題に対応したまちづくりを

進めるため、コンパクトなまちづくりと公共交通ネットワークの連携による「コンパク

ト・プラス・ネットワーク」の考え方を平成 26（2014）年７月に公表した「国土のグラン

ドデザイン 2050」で示すとともに、同年に「都市再生特別措置法」及び「地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律」等の改正が行われています。 

また、この他にも関連して、身近な交通手段である自転車活用の一層の推進を図るため、

「自転車活用推進法」が平成 28（2016）年に制定、平成 30（2018）年のユニバーサル社

会実現推進法の公布・施行やオリパラ東京大会を契機とした共生社会実現に向けた機運

醸成等を受け、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」いわゆるバリ

アフリー法の改正、さらには、すべての地域において、持続可能な運送サービスの提供を

確保するため、最新技術等も活用しつつ、既存の公共交通サービス充実に加え、地域の輸

送資源を総動員する考えの「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正が、令

和２（2020）年に行われたところです。 

  郡山市総合交通計画マスタープランは、本市を取り巻く社会情勢のもと、関連する法改

正の趣旨を踏まえ、まちづくり分野と連携した公共交通、道路、自転車・歩行者等に関す

る持続的な交通ネットワーク形成実現に向け、本市の特性を生かした総合的な交通環境

づくりの取り組みを進めるため作成するものです。 
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序-2 計画の構成 

 

(1)計画に記載する事項 

  当計画は、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」第５条に規定される『地域

公共交通計画』、また、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」第 24

条の 2の『移動等円滑化促進方針』及び同法第 25条の『移動等円滑化基本構想』、さらに

は、法律による策定規定はありませんが、国が作成を推進する『都市・地域総合交通戦略』

に関する事項を整理・統合し、取りまとめるものです。 

 

●地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（第５条第１項及び第２項） 

第５条 地方公共団体は、基本方針に基づき、国土交通省令で定めるところにより、市町村にあっては

単独で又は共同して、都道府県にあっては当該都道府県の区域内の市町村と共同して、当該市町村の区

域内について、地域旅客運送サービスの持続的な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を

推進するための計画（以下「地域公共交通計画」という。）を作成するよう努めなければならない。 

２ 地域公共交通計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に  

関する基本的な方針 

二 地域公共交通計画の区域 

三 地域公共交通計画の目標 

四 前号の目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項 

五 地域公共交通計画の達成状況の評価に関する事項 

六 計画期間 

七 前各号に掲げるもののほか、地域公共交通計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

    

 

●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（第 24条の２第１項） 

第 24条の２ 市町村は、基本方針に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の移動等円滑化

促進地区について、移動等円滑化の促進に関する方針（以下「移動等円滑化促進方針」という。）を作成

するよう努めるものとする。 

 

●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（第 25条第１項） 

第 25条 市町村は、基本方針（移動等円滑化促進方針が作成されているときは、基本方針及び移動等円

滑化促進。以下同じ。）に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の重点整備地区について、

移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（以下「基本構想」という。）

を作成するよう努めるものとする。 

      ※「移動等円滑化促進方針」及び「基本構想」に記載する事項等は、第５章に示します。 
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(2)ＳＤＧｓとの関連性 

  ＳＤＧｓは、「Sustainable Development 

Goals（持続可能な開発目標）」の略称であ 

り、平成 27（2015）年９月の国連サミット 

で加盟国の全会一致で採択された「持続可 

能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載 

された、令和 12（2030）年までに持続可能 

でより良い世界を目指す国際目標です。 

  17のゴール・169のターゲットから構成 

される、“誰一人取り残されない”社会の実 

現のために先進国も途上国もすべての国が関わって解決していく目標です。 

 

  本市は、令和元（2019）年７月１日に、自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた取

り組みを行う都市として、県内で初めて「ＳＤＧｓ未来都市」に選ばれました。 

  また、「ＳＤＧｓ未来都市」の中でも、特に先導的な取り組みであって、多様なステー

クホルダーとの連携を通し、地域における自律的好循環が見込めるものとして、東北で初

めて「自治体ＳＤＧｓモデル事業」にも選ばれました。 

  今後も、将来世代につなぐ持続可能なまちづくりを進めるため、ＳＤＧｓの達成に向け

た取り組みを推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：郡山市緑の基本計画） 

  ※ﾖﾊﾝ・ﾛｯｸｽﾄﾛｰﾑ氏等が提唱した 

   SDGs ｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞｹｰｷﾓﾃﾞﾙを編集 
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  当計画については、本市が目指す都市構造の「多極ネットワーク型コンパクトシティ」

のまちづくりを基本としながら、関連計画との整合を図るとともに、本市が優先的に取り

組む、気候変動を前提とした「環境負荷の低い社会」の実現、本市を含む周辺 17市町村

で構成する持続可能な「こおりやま広域圏」の創生、健康をキーワードとした「全世代健

康都市圏」、あらゆる分野における「ＤＸの推進」、ポストコロナの「新しい生活様式」な

ど、ＳＤＧｓの基本理念の実現に配慮した計画とします。 

 

 

  なお、ＳＤＧｓの 17 ゴールのうち、「郡山市総合交通計画マスタープラン」において

は、以下の６つのゴール達成への寄与を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※本市の「多極ネットワーク型コンパクトシティ」のイメージ 

   

  本市は、豊かな自然環境に加 

え、広大な田園地域及び様々な 

 都市機能が集積する市街地等、 

 多様な地域を有する都市です。 

  地域固有の伝統や文化、多様 

 な暮らし方、ライフスタイルを 

 尊重しつつ、それぞれの地域が 

 交通や情報通信ネットワークを 

 介し、交流・連携が図られるま 

 ちの形成を目指しています。 

 

 

 

 

※郡山市都市計画マスタープラン 2015 のﾃﾞｰﾀを加工 
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序-3 計画の位置付け 

  本市の交通分野に関する計画は、郡山市を含む周辺 10市町村を対象として平成 22（2010）

年１月に策定された「郡山都市圏総合都市交通計画」を上位計画とし、それらに基づき、

道路や自転車・歩行者等の総合的な交通、公共交通網、バリアフリーなど、分野ごとに取

りまとめ、計画及び事業の推進を進めてきました。 

   

  今回策定する郡山市総合交通計画マスタープランは、「郡山都市圏総合都市交通計画」

及び「郡山市まちづくり基本指針」を上位計画とし、当指針に即して策定する「郡山市都

市計画マスタープラン」のもとに作成された「郡山市立地適正化計画」と連携・調和を図

り、さらにその他関連する分野の諸計画と整合を図るものとします。 

 

 

 

 ◆郡山市総合交通計画マスタープランの位置付け 
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序-4 対象区域及び計画期間 

 

(1)対象区域 

  当計画における対象区域は、郡山市全域とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)計画期間 

  当計画の目標年次は、まちづくり分野と連携、整合を図ることとし、関連する「郡山市

都市計画マスタープラン」及び「郡山市立地適正化計画」の目標年次に合わせ、令和 12

（2030）年とします。また、目標年次に至る中間期には事業評価等を行い、必要に応じて

見直しを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計 画 期 間 

令和 5年

(2023年) 

令和 12年 

(2030年) 
計画の見直し 
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【地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改正内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


